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751.）。レンヌ裁判所は，管轄外の裁判上の呼出しが時効を中断しないと定めるべきである
とした（FENET, op.cit., t.5., p. 404.）。パリ裁判所（FENET, op.cit., t.5., p. 287.）は，共
和歴8年委員会案29条につき破毀院と同じ意見を述べている。
57　Fenet, op.cit., t.15., pp. 567 et s.
257
－106 （     ）－
58　フランス民法典の翻訳にあたっては，法務大臣官房司法法制調査部『フランス民法典―物
権・債権編―』法務資料441号（1982年）を参考にした。
59　金山・軌跡387頁以下。Fenet, op.cit., t.15., pp. 583-584. グピル・プレフェンによる立法
理由説明は，時効中断事由について言及していない（Fenet, op.cit., t.15., pp. 606.）。
258































































































































院民事部1881年1月5日判決（S. 1881. 1. 266.））や，旧民訴法65条の定める
調停不成立の調書を執達書に添付しなかった事案（破毀院民事部1843年1月











































決（D.P. 1870. 1. 54））。破毀院民事部1877年1月8日判決（S. 1877. 1. 147 ; D.P. 
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のを準備するものにすぎず，権利者が何らの権利も主張していないとして，レ
フェレの訴え提起による時効中断を認めず，Xの請求を棄却した。Xが上告し












1882年8月2日判決（S. 1883. 1. 5.）は，Xの損害賠償訴権の消滅時効の起算点
をXの受取時としつつも，レフェレの訴え提起による時効中断については破毀
院連合部の管轄でないとして，破毀院民事部に移送した。























































判決（D.P. 1828. 2. 125.）は，支払差止め＝差押えが保全措置に過ぎないとし
て，時効の中断効を認めなかった。これに対して，破毀院予審部1874年3月
























































ている（破毀院予審部1903年12月9日判決（S. 1904. 1. 387.））。






　しかし，破毀院予審部1896年10月26日判決（S. 1898. 1. 330 ; D.P. 1897. 1. 
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426 ; VAZEILLE, op.cit., p. 75., no 209. オーブリー＝ローは，時効が進行している権利者か
ら発せられた行為を前提としている中断事由を「固有の中断事由」とし，義務者による承認
を「擬制的中断事由」と説明する（AUBRY et RAU, op.cit., p. 354., no215 note 38.）。
82　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., pp. 392-393., no 528.
83　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 394., no 530.
84　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, loc.cit. 破毀院予審部1875年7月15日判決（S. 
1877. 1. 351.））は，債務者による債務の弁済を黙示の承認と認めた。
85　破毀院民事部1853年2月1日判決（S. 1856. 1. 892.）は，保険契約で時効期間を1年に短
縮した事案，破毀院民事部1895年12月4日判決（S. 1896. 1. 113 ; D.P. 1896. 1. 241.）は，商
法108条の定める1年の消滅時効を運送約款で3ヶ月に短縮した事案であった。
86　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., pp. 370 et s., no 485. なお，ユックは，
時効期間の短縮合意がある場合にでも，民法典の中断規定に従うべきであるとする（HUC, 
op.cit., p. 487., no 385.）
87　TISSIER, note D. 1901. 1. 289.
88　破毀院民事部1899年2月22日（D.P. 1901. 1. 265 note NAQUET.)は，保険契約において
「火災から生じた損害は，火災の日又は捜索の最後の日から，６ヶ月内に，被保険者から請





ていた事案において，破毀院民事部1897年5月1日（D.P. 1897. 1. 513 note SARRUT.）は，
無効な差押えに中断効がないこと，事実審での申立書において，鑑定に関するレフェレの訴
えによる時効中断を判断するよう言及されていなかったことから，時効中断を認めなかっ
た。
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